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鉄道では，2018 年大阪府北部地震等において，被害状況の把握やその後の復旧作業等に時間を要し，地

震後の早期運転再開の観点で課題が浮き彫りになった．このため，今後は復旧性の評価が重要になってく

ると考えられる．そこで，本稿では地震時の構造物の復旧日数について，可能な限り多くの事例を調べて

体系的に整理した．このとき，既往の事例では数に限りがあるため，構造種別，損傷レベルに応じて，復

旧作業に必要な工種と作業日数を積算することで復旧日数を算出した．この結果得られた復旧日数と被害

事例を比較したところ，概ね整合していることを確認した．本検討の手法を用いることにより，地震時の

復旧日数を事前に算出でき，地震後の対応方針の策定などへの活用が期待できる． 
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1. はじめに 

 

2018 年大阪府北部地震や 2021 年，2022 年の福島県沖

の地震の際，鉄道分野では構造物の被害状況の把握やそ

の後の復旧作業等に時間を要し，地震後の早期運転再開

の観点で課題が浮き彫りになった 1)．このため，復旧性

の観点に着目した構造物の性能評価が重要となると考え

られる． 

鉄道構造物の復旧性について，「鉄道構造物等設計標

準・同解説 耐震設計」（以下，耐震標準 2)）において

は，「妥当な経費の範囲内であることを前提に，構造物

を短期間で機能回復できる状態に保つこと」と定義され

ている．復旧性照査の方法として，耐震標準では，復旧

期間や経費等が供用期間を通じて妥当な範囲内となるこ

とを，構造物の初期建設コストと損傷時に機能回復に至

るまでの費用と損失を算定し，それらの和をとったトー

タルコストを照査指標として照査する方法が提案され，

橋脚を対象とした評価も実施されている 3)． 

構造物の復旧性を議論する際には，上述したコストと

いう観点に加えて，機能回復までに要する期間（復旧日

数）も重要な指標となると考えられる．復旧日数の観点

に着眼を置いた既往研究のアプローチとして，専門家へ

のヒアリングにより復旧日数を概算した例 4)，被災度の

区分はヒアリングに基づいた上で被災度ごとに必要とな

る大まかな作業内容から復旧日数を概算した例 5)，等が

ある．この他，過去の地震時における実際の復旧日数を

採用している研究事例例えば6), 7)もあり，これらは最も実情

を反映できており，信頼性が高いと考えられる．一方で，

これらの研究事例では特定の 1つの地震について限られ

た事例に基づいて整理されているものがほとんどである

ため，参照する地震，構造物，周辺環境等によって復旧

日数の評価結果が大きく変動する可能性がある．ところ
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が，このような複数の地震，構造形式，損傷程度を対象

として，各鉄道構造物の機能回復に要する日数を統一的

に整理した事例は，著者らによる調査の限り存在しなか

った．構造物の機能回復に要する日数をきめ細く整理で

きれば，復旧日数という観点での地震時復旧性の評価も

可能となると考えられる．それとともに，例えば鉄道構

造物の復旧日数を指標とした事業継続性の議論等にも活

用できる可能性がある． 

そこで本稿では，様々な鉄道構造物や損傷程度を対象

として，復旧日数を統一的に算定する．この時には，ま

ず過去の地震の復旧事例を網羅的に調査することで，鉄

道構造物の構造種別，損傷レベルに応じた地震後の復旧

日数を整理する．しかしながら，被害事例に限った場合，

整理できる情報に限りがあるため，復旧作業に必要な工

種と作業日数を勘案することで一般的な鉄道構造物を対

象として，損傷レベルごとの復旧日数を統一的に算出す

る．最後に，積算に基づく復旧日数と，過去の地震被害

に基づく復旧日数を比較することで，積算による復旧日

数の妥当性を確認するとともに，これにより得られる知

見について考察を行う． 

 

 

2.  過去の復旧事例に基づく復旧日数の整理 

 

(1) 整理条件 

本章では，過去の地震における復旧情報を整理するこ

とで，構造種別，損傷レベルに応じた復旧日数を体系的

に評価した．具体的には，学協会の定期刊行誌，論文集，

各事業者の地震復旧記録誌等をはじめとする各種文献を

網羅的に調査することで，復旧に要した日数を可能な限

り収集した．この時には，一般的な構造物条件，復旧条

件における復旧日数を整理することとし，特殊な条件下

での事例は対象から除外した．また，復旧日数の考え方

としては，地震発生から応急復旧が完了するまでの期間

とした．この応急復旧の状態とは，構造物本体の機能は

ほぼ回復しているものの，付帯工事や撤去といった工種

が残され，徐行での運転再開が可能な状態とした． 

調査対象とする構造種別は，一般的な鉄道構造物に用

いられているものを想定し，RC 橋脚，ラーメン高架橋，

橋台，擁壁，開削トンネル，シールドトンネル，山岳ト

ンネル，盛土とした． 

構造物の損傷の程度を表す指標として，耐震標準 2)を

参照すると，RC 構造物については損傷レベル，基礎構

造物については安定レベルが用いられている．本検討で

表-1 耐震標準における損傷レベルの定義 2) 

損傷レベル 損傷程度 

1 無損傷 

2 場合によっては補修が必要な損傷 

3 補修が必要な損傷 

4 補修が必要な損傷で，場合によっては部材の取替えが必要な損傷 

 

 

表-2 事例に基づく各構造種別の復旧日数の評価結果（単位：日） 

(a) RC橋脚，ラーメン高架橋，橋台，擁壁 

損傷 
レベル 

RC橋脚 ラーメン高架橋 橋台 擁壁 

事例数 平均 
標準 
偏差 

事例数 平均 
標準 
偏差 

事例数 平均 
標準 
偏差 

事例数 平均 
標準 
偏差 

1 1 1 － 3 2 1 － － － － － － 

2 3 10 2 36 7 4 5 13 5 － － － 

3 4 20 8 8 23 14 1 28 － 3 43 26 

4 1* 221* － 9* 137* 40* － － － 3 99 36 

(b) 開削トンネル，山岳トンネル，盛土 

損傷 
レベル 

開削トンネル 山岳トンネル 盛土 

事例数 平均 
標準 
偏差 

事例数 平均 
標準 
偏差 

事例数 平均 
標準 
偏差 

1 － － － 1 3 － － － － 

2 － － － 8 28 9 1 1 － 

3 － － － 5 44 15 6 13 5 

4 2* 141* 68* 3 76 57 － － － 

－：事例なし，*：はせん断破壊の事例 
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は損傷の程度は損傷レベルで表現することとし，表-1の

ように定義した．本検討における損傷レベルも，耐震標

準 2)に準拠して設定したものである．  

以上の方針に従って復旧事例を調査し，それに基づい

て復旧日数を整理した結果を次節に示す． 

 

(2) 整理結果 

文献を調査した結果，復旧日数も含めた復旧事例に関

する情報が得られた文献は 8編あった 8)～14)．これを被害

地震ごとに示すと，次の通りとなる． 

・1995年兵庫県南部地震 8),  9) 

・2003年十勝沖地震 10) 

・2004年新潟県中越地震 11), 12) 

・2007年新潟県中越沖地震 13) 

・2011年東北地方太平洋沖地震 14) 

以上の文献に記載の復旧事例を整理した結果，構造種

別に関しては，RC 橋脚，ラーメン高架橋，橋台，擁壁，

開削トンネル，山岳トンネル，盛土の復旧事例が得られ

た．ただし各構造種別に対して全ての損傷レベルに対応

した復旧事例は得られておらず，例えば開削トンネル等

では中間柱のせん断破壊に伴う損傷レベル 4の事例のみ

が存在した．これらの事例について，損傷レベルに応じ

て復旧日数を整理した結果を表-2 に示す．表中では，

RC 橋脚，ラーメン高架橋については曲げ破壊となる事

例を中心に整理している．一部にせん断破壊の事例が存

在したため，表中では「*」を付して区別している． 

表-2より，当然ながら各構造種別共に損傷レベルが大

きくなると復旧日数も長くなる傾向が確認できる．また，

損傷レベル 1～3については，RC橋脚，ラーメン高架橋

と比較して，橋台，擁壁の復旧日数が長くなっている．

この理由として，橋台，擁壁の復旧では構造本体と背面

盛土の両方を補修しているが，RC 橋脚，ラーメン高架

橋は構造本体のみを補修しており，補修範囲の違いが復

旧日数に影響しているものと推察される．なお，RC 橋

脚，ラーメン高架橋の損傷レベル 4については，橋台，

擁壁よりも復旧日数が長くなっている．この RC 橋脚，

ラーメン高架橋の損傷レベル 4の事例は全てせん断破壊

による損傷であり，ほぼ全面的な作り替えを行っている

ために復旧までに時間を要したものと考えられる． 

なお前述したように，文献調査では対象とした全ての

構造種別，損傷レベルの復旧日数を含む情報は得られな

かった．そのため，この結果を補完するために，既往の

復旧日数の評価事例 16)を参考に損傷部位や損傷形態を想

定するとともに，この損傷を補修するために要する人工

や所要日数を積算して，復旧日数を算出した．これにつ

いて3.に示す． 

 

 

3.  工種の積算に基づく復旧日数の算出 

 

(1) 算出条件 

工種の積算に基づく復旧日数の算出に際して，設計基

 
(a) RC橋脚 (b) 1層式ラーメン (c) 2層式ラーメン (d) 開削トンネル (e) 橋台 

     

(f) 擁壁 (g) シールドトンネル (h) 山岳トンネル (i) 盛土 

図-1 復旧日数を算定する構造種別（単位：m） 
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準類例えば 2)を参考にしながら構造種別，損傷部位，損傷

形態ごとの損傷状態と復旧工種を設定する．このとき，

復旧作業は複数人で構成される班単位で進められるもの

とし，各工種について作業効率や作業量を勘案して現実

的かつ適切と考えられる班数を設定した．また，各工種

に必要な工事数量と，その工事数量を施工するために必

要な延べ人工である所要総人工（班）を整理した．そし

て，所要総人工を投入班数で除すことで，各工種の所要

日数を算出した．最後に，復旧工種ごとに必要な所要日

数を全工種について足し合わせて全体の復旧日数を算出

した．  

このときの復旧日数や損傷レベルの定義は全て2.と同

様とした． 

また，対象とする構造種別についても2.と同様とした

（図-1）．ここで，詳細数量を算定するためには各構造

種別の寸法等が必要になるが，今回は一般的な鉄道構造

物を想定し，図-1のような形状を設定した．次に各構造

種別について，各種設計基準類例えば 2)に基づき表-3 に示

す損傷部位，補修範囲，損傷形態を想定した．特に，補

修範囲は構造種別に応じて設定した．一例として，ラー

メン高架橋，柱損傷の場合の補修範囲を図-2に示す．構

造物の周辺環境としては，周囲に十分な作業スペースが

あり，側道から資機材の搬入が可能な条件を想定した．

ここで，周辺環境により復旧日数に相応の影響を与える

ことが既往の復旧事例において分かっているが 8)，本検

討では前述のように一般的な条件を対象とした．周辺環

境を変更した場合の復旧日数の算定も本検討の同一の手

法で実施可能である． 

以上の方針に従って，工種の積算に基づいて復旧日数

を算出した結果を次節に示す． 

表-3 構造種別，損傷レベル毎に想定する補修内容 

(a) RC橋脚，ラーメン高架橋 

構造種別 RC橋脚 1層式ラーメン高架橋 2層式ラーメン高架橋 

損傷部位 柱 基礎 柱 基礎 柱，中層梁 

補
修
内
容 

損
傷
レ
ベ
ル 

1 無損傷 

2 
基部： 

ひび割れ注入 
フーチング周囲： 

空隙注入 
端部： 

ひび割れ注入 
フーチング周囲： 

空隙注入 
柱，梁端部： 
ひび割れ注入 

3 

基部： 
断面修復 
基部上方： 
ひび割れ注入 

杭頭部： 
断面修復 

端部： 
断面修復 
中間部： 

ひび割れ注入 

杭頭部： 
断面修復 

柱，梁端部： 
断面修復 

柱，梁中間部： 
ひび割れ注入 

4 全断面：交換 新設：増杭 全断面：交換 新設：増杭 柱，梁全断面：交換 

損傷形態 曲げ破壊 

(b) 橋台，擁壁，盛土 

構造種別 橋台 擁壁 盛土 

損傷部位 く体 く体 盛土本体 

補
修
内
容 

損
傷
レ
ベ
ル 

1 無損傷 

2 
基部前面：ひび割れ注入 

背面盛土：整正 
基部前面：ひび割れ注入 のり面：転圧 

3 

基部：断面修復 
基部上方：ひび割れ注入 

背面盛土，擁壁：撤去・復旧 

基部：断面修復 
基部上方：ひび割れ注入 
背面盛土：撤去・復旧 

盛土表層：再構築 

4 
全断面：交換 

背面盛土，擁壁：撤去・復旧 
全断面：交換 

背面盛土：撤去・復旧 
全断面：再構築 

損傷形態 曲げ破壊 残留変形 

(c) 開削トンネル，シールドトンネル，山岳トンネル 

構造種別 開削トンネル シールドトンネル 山岳トンネル 

損傷部位 中間柱 セグメント 覆工 

補
修
内
容 

損
傷
レ
ベ
ル 

1 無損傷 

2 端部：ひび割れ注入 全周の30%：ひび割れ注入 覆工2.5m2/延長30m：断面修復 

3 
端部：断面修復 

中間部：ひび割れ注入 
全周：鋼板巻き立て 

覆工25.0m2/延長30m： 
断面修復，裏込め注入 

4 全断面：交換 全周：2次覆工構築 
覆工50.0m2/延長30m： 

断面修復，裏込め注入，ロックボルト 

損傷形態 曲げ破壊 欠損 
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(2) ラーメン高架橋，柱損傷，損傷レベル3を対象とし

た復旧日数の算定例 

対象とする構造種別，損傷部位，損傷形態，損傷レベ

ルにおいて，復旧に必要な工種を整理して復旧日数を算

定した．その例として，ラーメン高架橋（柱損傷）の損

傷レベル 3の場合について，復旧に必要な工種とそれに

要する日数を積算した結果を表-4に示す．ここで表-4に

おいては，明確に工事数量が確定できない一部の工種に

ついては，過去の復旧事例などから経験的に所要日数を

推定した． 

表-4からは，工種ごとに所要総人工や所要日数に違い

があることが確認できる．まず，地震発生後に点検を実

施する必要があるが，これは過去の事例をもとに所要日

数を 1日とした．これは他の構造種別，損傷レベルを対

象とした場合にも同様の日数を設定している．続いて，

表-1を参考に損傷レベル 1の場合は点検のみで復旧とす

るが，損傷レベル 2以上の場合は資材手配に 1日を要す

るものとした．これ以降に，各構造種別，損傷レベルの

復旧に必要となる工種と所要日数を整理した． 

 

(3) 復旧日数の算定結果 

前節に示した手順にて各工種の所要日数の積算を各構

造種別，損傷部位，損傷形態，損傷レベルについて実施

することで整理した最終的な復旧日数を表-5に示す． 

a) 損傷レベル間での比較 

表-5 より，2.の事例に基づいて整理した復旧日数と同

様に，多くの構造種別について損傷レベルが大きくなる

につれて復旧日数が長くなる傾向が確認できる．ただし，

損傷レベル 3と 4 の復旧日数は同程度か，損傷レベル 4

の復旧日数の方が短くなる構造種別が散見される．この

理由として，損傷レベル 4はほぼ全面的な作り替えとな

るために作業量は多くなるものの，既設の部材に作業が

阻害されないため，作業効率が高いためである． 

b) 構造種別間での比較 

本項では，積算で算出した復旧日数について，類似構

造間で比較してその傾向を確認する． 

最初に，ラーメン高架橋について，1 層式ラーメン高

架橋（柱損傷，基礎損傷）および 2層式ラーメン高架橋

（柱と中層梁損傷）の 3ケースの比較を行う．この結果

を図-3に 示す． 

1 層式ラーメン高架橋は柱損傷も基礎損傷も復旧日数

は概ね同程度となっている．この要因として，基礎損傷

の場合は表層の土を掘削する工種が増えるものの，表-3

に示されるように補修範囲はフーチング周囲や杭頭部で

 

(a) 損傷レベル 2 (b) 損傷レベル 3 (c) 損傷レベル 4 

図-2 1層式ラーメン高架橋（柱損傷）の補修範囲，補修内容のイメージ 

 

表-4 各工種の積算による復旧日数の算定（1層式ラーメン高架橋，柱損傷，損傷レベル 3の場合） 

必要工種 投入班数(班/日) 工事数量 所要総人工(班)※1 所要日数(日) 

点検※2 － － － 1.0 
資材手配※2 － － － 1.0 
ベント設置 2 24基 11.6 5.8 
足場設置 4 800掛m2 5.2 1.3 

はつり（かぶり部分） 4 50m3 2.4 0.6 
はつり（柱コア部分） 4 17m3 8.4 2.1 
ジャッキアップ※2 － － － 2.0 

鉄筋修正 4 10.2t 10.8 2.7 
型枠工 2 138m2 1.2 0.6 

コンクリート打設 1 28m3 1.0 1.0 
グラウト注入 1 867L 1.2 1.2 

養生※2 － － － 3.0 

復旧日数（合計） 22.4 

※1 24時間施工とした場合の 1日当たりの班数 ※2 過去の復旧事例などから経験的に所要日数を推定 

上端部：
断面修復
（足場設置）

下端部：
断面修復
（掘削）

上端部：
ひび割れ注入
（足場設置）

下端部：
ひび割れ注入
（掘削）

ベント（受け替え）

中間部：
ひび割れ注入
（足場設置）

ベント（受け替え）

柱全体：
部材全交換
（足場設置，
掘削）
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あり，柱損傷ほどは広くならないためと考えられる．  

RC部材（柱，中層梁）の損傷に着目した場合，1層式

ラーメン高架橋よりも 2層式ラーメン高架橋の復旧日数

が長い傾向にある．これは 2層式ラーメン高架橋では中

層梁の損傷を考慮していることと，全体的に柱高さが高

めになることにより，補修範囲が広くなることが要因と

して考えられる． 

次に，橋台，擁壁，盛土の 3ケースの比較を行った結

果を図-4に示す．本図より，盛土と比較して，橋台，擁

壁の復旧日数が長いことが確認できる．これは，表-3の

ように，橋台，擁壁は，盛土と比較して，補修を要する

部位が多いためと考えられる．  

最後に，地中構造物として，開削トンネル，シールド

トンネル，山岳トンネルの比較を行った結果を図-5に示

す．図から，地中構造物 3種の復旧日数は概ね同程度と

なっている．これは，表-3に示されるように，今回想定

しているトンネルの断面の大きさや補修範囲が同程度の

ためと考えられる． 

以上の結果，本検討によって工種の積算に基づいて算

出した復旧日数は，構造種別間で明確な傾向が見られる

ことが分かった． 

 

 

4.  積算に基づく復旧日数算出結果の妥当性検証 

 

本章では積算による復旧日数の算出結果と復旧事例を

比較することにより，積算による復旧日数の妥当性を検

証する． 

構造種別ごとの事例と積算による復旧日数の比較を図

-6に示す．図中では，表-2に示した損傷レベルごとの復

旧日数の平均と，平均±標準偏差(σ)となる日数も併せ

て示している．なお，一部の構造種別の損傷レベルでは

事例が収集できなかったものがあるが，このようなケー

スではプロットを省略している． 

RC橋脚（柱損傷）の損傷レベル3（図-6(a)），ラーメ

ン高架橋（柱損傷）の損傷レベル1～3（図-6(b)），擁壁

の損傷レベル 3（図-6(d)）については，積算による算出

結果は概ね事例の平均±標準偏差(σ)の範囲内に収まっ

ていることがわかる．このことから，積算による復旧日

数の算出結果は，概ね復旧作業の実態に即したものとな

っていると考えられる．ただし，一部の構造物，損傷レ

ベルで事例と積算結果に乖離が見られる部分がある．そ

の理由について，以下で考察する． 

図-6(a)，(b)より，RC 橋脚，ラーメン高架橋（柱損傷）

について，損傷レベル 4では事例と積算の間で乖離が見

られ，積算が事例を過小評価している．これは，積算で

表-5 積算に基づく各構造種別の復旧日数の算出結果（単位：日） 

損傷 
レベル 

RC橋脚 
1層式 

ラーメン 
2層式 

ラーメン 
橋台 擁壁 

開削 
ﾄﾝﾈﾙ 

シールドト

ンネル 
山岳 
ﾄﾝﾈﾙ 

盛土 

損傷形態 曲げ破壊 欠損 残留変形 

損傷箇所 柱 基礎 柱 基礎 
柱， 
中層梁 

く体 く体 
中間

柱 
セグ 
メント 

覆工 盛土本体 

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

2 8 6 8 7 11 6 7 8 7 8 4 

3 21 26 22 31 32 26 25 16 18 11 5 

4 26 26 25 32 30 29 25 12 19 15 15 

 

 
図-3 積算による復旧日数の比較 
（その 1：ラーメン高架橋） 

図-4 積算による復旧日数の比較 
（その 2：橋台，擁壁，盛土） 

図-5 積算による復旧日数の比較 
（その 3：地中構造物） 
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は曲げ破壊の場合の復旧日数を評価したのに対し，事例

はせん断破壊であり，損傷形態が異なるためである．調

査した事例では柱部材のせん断破壊に伴い，構造全体系

が崩壊しており，柱のみならず橋梁，高架橋全体の作り

替えに近い状況となったため，復旧日数が長くなってい

る．  

図-6(d)より，擁壁については，損傷レベル 4 の積算に

よる復旧日数が事例と比較して短くなっている．この理

由として，積算では擁壁本体と擁壁周囲の盛土の再構築

を想定しているのに対し，事例では擁壁本体に加えて盛

土が全体的に崩壊しており，ほぼ全断面の盛土の再構築

が必要となったことが挙げられる． 

図-6(e)より，山岳トンネルについては，全体的に積算

による復旧日数が事例よりも短くなっている．これは，

積算ではトンネル覆工の欠損に対する修復に要する日数

を評価しているが，事例ではこれに加えて，軌道面の損

傷による資機材の搬入困難や，坑口部分の損傷に対する

修復等も必要となるためである． 

ここで，開削トンネル，シールドトンネルについては，

積算と同じ損傷形態となる事例が存在しないため，積算

との比較，検証を行っていないが，山岳トンネルと同様

に今回着目した損傷部位以外の工種を考慮する必要があ

る可能性がある．このようにトンネル構造物については，

工種の見直しによって積算結果の信頼性が向上する余地

があることが示唆された． 

 

 

5. まとめ 

 

本稿では，近年の地震を受けて重要性が増しつつある

地震後の鉄道の早期運転再開の実現に資する検討として，

構造種別，損傷レベルに応じた地震後の復旧日数を統一

的に整理した．本稿の検討により得られた成果は以下の

通りである． 

・過去の地震における復旧事例を調査し，それらの復旧

に要した日数を構造種別，損傷レベルごとに整理した． 

・構造種別，損傷部位，損傷形態，損傷レベルごとに，

復旧に必要と思われる工種を整理し，それらに要する

人工や所要日数を積算することにより復旧日数を算出

した．これにより，既往の地震によって被害が発生し

ていないような構造種別，損傷レベルについても，復

旧日数の算出を可能とした． 

  

(a) RC橋脚，柱損傷 (b) ラーメン高架橋，柱損傷 (c) 橋台 

 

(d) 擁壁 (e) 山岳トンネル (f) 盛土 

図-6 積算と事例の復旧日数の比較 
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・事例が存在する構造種別，損傷レベルを対象に，積算

による復旧日数と復旧事例の日数を比較すると，概ね

近い日数となっており，本稿で算出した積算に基づく

復旧日数の妥当性が検証された． 

 以上により，構造種別，損傷レベルに応じて各鉄道

構造物の地震時復旧日数を事前に評価しておくことが

可能となった．この結果は地震後の対応方針の策定な

どへの活用が期待される．一方で，例えば4.で例示した

山岳トンネルのように，一部で事例と積算で乖離がみ

られるようなケースも存在しており，このようなケー

スでは復旧時の工種や積算数量を見直す余地が残され

ている．これについては今後の課題として引き続き取

り組み，復旧日数の算定値の精度向上を目指したい． 

 

REFERENCES 
1) 国土交通省：大阪北部地震における運転再開等に係

る対応に関する連絡会議の開催について，2018．
[Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism: 
Osaka-Hokubu-Jishin ni Okeru Untensakiai-tou ni Kakaru 
Taiou ni Kansuru Renraku Kaigi no Kaisei ni Tsuite, 
2018.] 

2) 公益財団法人鉄道総合技術研究所：鉄道構造物等設

計標準・同解説 耐震設計，2012．[Railway Tech-
nical Research Institute: Design Standards for Railway 
Structures and Commentary (Seismic Design), 2012.] 

3) 坂井公俊，室野剛隆，佐藤勉，澤田純男：トータル

コストを照査指標とした土木構造物の合理的な耐震

設計法の提案，土木学会論文集 A1（構造・地震工

学），Vol.68，No.2，pp.248-264，2012．[Sakai, K., 
Murono, Y., Sato, T. and Sawada, S.: A new seismic sesign 
method for railway structures considering total cost, 
Jounal of the Japan Society of Civil Engineers(A1), Vol.68，
No.2，pp.248-264，2012.] 

4) 庄司学，藤野陽三，阿部雅人：高架道路橋システム

における地震時損傷配分の最適化の試み，土木学会

論文集，No.563，I-39，pp.79-94，1997．[Shoji, G., 
Fujino, Y. and Abe, M.: Optimal allocation of earthquake-
indeced damage for elevated highway bridges, Jounal of 
the Japan Society of Civil Engineers, No.563，pp.79-94，
1997.] 

5) 国土技術政策総合研究所：被害復旧状況の推定，

http://www.ni-
lim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0357pdf/ks0035702.pdf，
閲覧日：2022 年 9 月 5 日． 

6) 他谷周一，翠川三郎：地震による鉄道の運休期間の

推計方法，日本地震工学会論文集，第 16 巻，第 9 号，

pp.67-85，2016．[Taya, S. and Midorikawa, S.: An esti-
mation method of train suspension periods due to earth-
quake, Jounal of Japan Association for Earthquake Engi-
neering, Vol.16，No.9，pp.67-85，2016.] 

7) 上原康平，丸山喜久：既往地震データに基づく高速

道路の復旧予測に関する統計分析，土木学会論文集

A1（構造・地震工学），Vol.72，No.4，pp.I_110-
I_116，2016．[Uehara, K. and Maruyama, Y.: Statistical 
analysis to predict the period of restoration work for ex-
pressways based on the dataset after the recent earthquakes, 
Jounal of the Japan Society of Civil Engineers(A1), Vol.72，
No.4，pp.I_110-I_116，2016．] 

8) 阪神・淡路大震災鉄道復興記録編纂委員会：よみが

える鉄路，山海堂，1996．[Hanshin-Awaji Daishinsai 
Testudo Fukko Kiroku Hensan Iinkai: Yomigaeru Tetsuro, 
Sankaido, 1996.] 

9) 西日本旅客鉄道株式会社：阪神・淡路大震災 鉄道

復旧記録誌，交通新聞社，1996．[West Japan Raiway 
Company: Hanshin-Awaji Daishinsai Tetsudo Fukkyu 
Kirokushi, Kotsushimbunsha, 1996.] 

10) 吉田徹：平成 15年十勝沖地震による鉄道の被害と復

旧，日本鉄道施設協会誌，Vol.6，No.42，2004．
[Yoshida, T.: Railway damage and restration caused by the 
2003 Tokachi Offshore Earthquake, The journal of Japan 
Railway Civil Engineering Association, Vol.34，No.2，
pp.1141-1146，2012.] 

11) 東日本旅客鉄道株式会社：新潟県中越地震震災復旧

記録誌，2005．[East Japan Raiway Company: Niigata-
ken Chuetsu Jishin Shinsai Fukkyu Kirokushi, 2005.] 

12) 東日本旅客鉄道株式会社構造技術センター：

Structural Engineering Data，Vol.24, pp.3-261, 2005．
[East Japan Raiway Company Kozo Gijutsu Center: Struc-
tural Engineering Data, Vol.24, pp.3-261, 2005.] 

13) 東日本旅客鉄道株式会社：二度の震災から学んだ記

録 平成 19 年新潟県中越沖地震震災対応記録誌，

2005．[East Japan Raiway Company: Nido no Shinsai 
kara Mananda Kiroku Heisei-19-nen Niigata-ken 
Chuetsu-oki Jishin Shinsai Taiou Kirokushi, 2005.] 

14) 小林將志，倉岡希樹，今井勉，菱田雅樹：東北地方

太平洋沖地震におけるＲＣラーメン高架橋柱の損傷

度と復旧性に関する分析，コンクリート工学年次論

文 集 ， Vol.34 ， No.2 ， pp.1141-1146 ， 2012 ．

[Kobayashi, M., Kuraoka, I., Imai, T. and Hishida, M.: 
Analysis on failure level and restorability after the 2011 
Tohoku Earthquake, Jounal of Japan Concrete Institute, 
Vol.34，No.2，pp.1141-1146，2012.] 

15) 東日本旅客鉄道株式会社構造技術センター：

Structural Engineering Data ，Vol.44，pp.47-112，2011．
[East Japan Raiway Company Kozo Gijutsu Center: Struc-
tural Engineering Data Vol.44, pp.47-112，2011.] 

16) 神澤拓，田中浩平，西村隆義，西村昭彦：復旧性評

価データベースを活用した鉄道構造物の復旧性評価

法の提案，第 22回橋梁等の耐震設計シンポジウム講

演論文集，pp.73-80，2019．[Kanzawa, T., Tanaka, K., 
Nishimura, T. and Nishimura, A.: A suggestion to evaluate 
the restorability of railway structures utilizing database, 
Proceedings of the 22nd symposium on seismic design on 
bridges, pp.73-80，2019.] 

 

  



 

 9 

 
ESTIMATION OF POST-EARTHQUAKE RESTORATION DURATION FOR 
VARIOUS RAILWAY STRUCTURES ACCORDING TO DAMAGE LEVEL 

 
Kengo NANAMI, Kazunori WADA and Kimitoshi SAKAI 

 
For railways, it took time to assess the damage level and subsequent recovery work after the 2018 North-

ern Osaka Earthquake and the 2021 and 2022 Fukushima Earthquakes. For this reason, performance eval-
uations from the viewpoint of the number of post-earthquake restoration duration of structures will become 
more and more important in the future. Therefore, in this paper, we systematically organized post-earth-
quake restoration duration from past earthquake damage cases, referring to as many literatures as possible. 
As a result, we found that there is a limit to the number of cases that can be obtained, so we evaluated it  by 
accumulating kinds of works required for restoration work according to the type of structure and damage 
level. Finally, we compared the estimation results with the recovery duration of the damage cases, and 
confirmed that the estimation results are generally close to the actual situation. 


